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(54) 発明の名称 ：太陽電池モジュール及び太陽光発電装置

(57) Abstract: A soiar cell module provided
with: a light condensing plate having a principal
surface and at least one end surface, solar light
entering the light condensing plate ：from the
principal surface, propagating within the light
condensing plate, and being beamed out from
the light condensing plate fixim at least one end
surface; a solar cell element installed on the end

B2 surface of the light condensing plate, the solar
cell element receiving the light beamed out ：from
the end surface and generating electrical power;
and a reflector installed on the rear-surface side
of the light condensing plate, the reflector re
flecting the light transmitted through the light
condensing plate towards a predetermined dir
ection on the solar-light-entry-path side with re
spect to the normal line of the principal surface.

(57) 要約： 太陽電池モジュールは、主
AA

面と少なくとも一つの端面を有 し、太
地上 陽光を主面から入射させて内部で伝播

させ、少なくとも一つの端面から射出
地下
BB させる集光板と、集光板の端面に設置

Above ground されて端面か ら射出された光を受光
Below around し、電力を発生する太陽電池素子と、

集光板の背面側に設置されて、集光板
を透過 した光を主面の法線に対 して太

陽光の入射光路側の所定方向に反射する反射体と、を備える



明 細 書

発明の名称 ：太陽電池モジュール及び太陽光発電装置

技術分野

[0001 ] 本発明は、太陽電池モジュール及び太陽光発電装置に関する。

本願は、 2 0 1 1年 1 2 月 1 5 日に、日本に出願された特願 2 0 1 1 _ 2

7 4 5 7 号に基づき優先権を主張 し、その内容をここに援用する。

背景技術

[0002] 導光体の端面に太陽電池素子を設置 し、導光体の内部を伝播 した光を太陽

電池素子に入射させて発電を行う太陽光発電装置として、特許文献 1 に記載

の太陽光発電装置 （太陽エネルギー回収窓）が知られている。この太陽光発

電装置は、導光体を窓として用いる窓型の太陽光発電装置であり、導光体の

一主面から入射 した太陽光の一部を導光体の内部に伝播させて、太陽電池素

子に導くように構成されている。導光体の表面には蛍光体が塗布されており

、導光体に入射 した太陽光によって蛍光体は励起され、発光する。蛍光体か

ら放射された光 （蛍光）は導光体の内部を伝播 し、太陽電池素子に入射する

ことにより、発電が行われるようになつている。

[0003] また、特許文献 2 には、側面形状がほぼ直角三角形をなす透光部材の、相

互に直交する一方の面を太陽光線の入射面とするとともに、他方の面に太陽

電池を縦姿勢で取付け、その透光部材の傾斜面を、入射 した太陽光線の反射

面とした構造を有する太陽電池が提案されている。

[0004] ところで、一般に太陽光発電装置では、前記導光体や透光部材などの集光

を行う部材 （集光部材）で入射 した光を、全て吸収することはできない。 し

たがって、通常はより光の利用効率を高めるため、集光部材の背面側に反射

層を設け、集光部材を透過 してきた光を反射 して再度集光部材に戻すことに

より、反射光を集光部材で集光 し、光の利用効率を高めて発電効率を上げて

いる。

先行技術文献



特許文献
[0005] 特許文献1 ：特開平 3 _ 2 7 3 6 8 6 号公報

特許文献2 ：特開 2 0 0 4 _ 0 4 7 7 5 2 号公報

発明の概要

発明が解決しょうとする課題

[0006] しか しながら、集光部材は入射 した光を全て吸収することはできないため

、反射光についてもこれを全て吸収することはできず、 したがって反射光の

—部は集光部材から出射 して しまう。すなわち、反射層で鏡面反射されもし

くは散乱反射された光は、集光部材から外部に向けて出射 して しまう。その

ため、このような集光部材がビルなどの窓や壁面に備えられている場合、集

光部材で吸収されなかった太陽光は鏡面反射または散乱反射されることで周

りの建物などに入射 し、光被害を与えて しまう。また、このような反射光が

建物や地表を照射 し、ここに吸収され蓄熱されることにより、 ヒ一 卜アイラ

ン ド現象が起こり易くなつて しまう。

[0007] 本発明は前記事情に鑑みてなされたもので、その目的とするところは、設

置 した場所の周囲の建物等に光被害を与えるのを防止 し、さらにヒ一 卜アイ

ラン ド現象も抑制できるようにした、太陽電池モジュールおよびこれを用い

た太陽光発電装置を提供することにある。

課題を解決するための手段

[0008] 前記目的を達成するため、本発明の太陽電池モジュールは、主面と、少な

くとも一つの端面を有 し、太陽光を前記主面から入射させて内部で伝播させ

、少なくとも一つの前記端面から射出させる集光板と、前記集光板の前記端

面に設置されて前記端面から射出された光を受光 し、電力を発生する太陽電

池素子と、前記集光板の背面側に設置されて、前記集光板を透過 した光を前

記主面の法線に対 して前記太陽光の入射光路側の所定方向に反射する反射体

と、を備えることを特徴とする。

[0009] また、前記太陽電池モジュールにおいて、前記集光板は、入射 した光を吸



収 して蛍光 を発する蛍光体が、透明基材 中に分散 させ られたものであること

を特徴 とする。

また、前記太陽電池 モジュール において、前記集光板 は、入射 した光 を屈

折 および反射するための プ リズム形状 を有 するものであることを特徴 とする

[001 0] また、前記太陽電池 モジュール において、前記反射体 は、再帰性反射板 で

あることを特徴 とする。

また、前記太陽電池 モジュール において、前記再帰性反射板 は、 コーナ一

キュ一 プ型の再帰性反射板 であることを特徴 とする。

また、前記太陽電池 モジュール において、前記再帰性反射板 は、 マイクロ

ビ一ズ型の再帰性反射板 であることを特徴 とする。

[001 1] また、前記太陽電池 モジュール において、前記反射体 は、前記主面の法線

方向 と異 なる所定方向に向 く反射面 を有 したオ ファクシス板 であることを特

徴 とする。

[001 2] また、前記太陽電池 モジュール において、前記オ ファクシス板 は、所定方

向に向 く反射面 を有 した プ リズム形状 を多数有 してなることを特徴 とする。

[001 3] また、前記太陽電池 モジュール において、前記オ ファクシス板 は、誘電体

多層膜 か らなることを特徴 とする。

[0014] また、前記太陽電池 モジュール において、前記オ ファクシス板 は、透明基

材 中にて反射性板状粒子がその反射面 を所定方向に向けて整列配置 されたも

のであることを特徴 とする。

[001 5] 本発 明の太陽光発電装置 は、前記の太陽電池 モジュール を備 えていること

を特徴 とする。

発明の効果

[001 6] 本発 明 によれば、集光板 を透過 した光 を、集光板 の主面の法線 に対 して太

陽光の入射光路側 の所定方向に反射する反射体 を備 えているので、集光板 を

透過 した光 を正反射することな く太陽側 に反射することがで きる。 したが つ

て、太陽光 を正反射することで太陽 とは異 なる方向にある建物等 に反射光 を



照射 し、光被害 を与えることを防止することがで きる。 また、周囲の建物や

地表 に光 を照射することが防止されるため、 ヒ一 卜アイラン ド現象 を抑制す

ることもで きる。

図面の簡単な説明

[ 図 1] 本発明に係 る太陽電池モジュールの第 1 実施形態の概略構成 を示す模式

図である。

[ 図2 ] 第 1 実施形態の太陽電池モジュールの概略斜視図である。

[ 図3] 太陽電池モジュールの断面図である。

[ 図4A] コーナ一キュープア レイの構造 を説明する平面図である。

[ 図4B] コーナ一キュープア レイの構造 を説明する斜視図である。

[ 図4C] コーナ一キュープア レイの構造 を説明する要部側断面図である。

[ 図5A] マイク口ビーズア レイを備 えた再帰性反射板の概略構成 を示す要部側

断面図である。

[ 図5B] マイク口ビーズア レイを備 えた再帰性反射板の概略構成 を示す要部側

断面図である。

[ 図6] 第 1 実施形態の太陽電池モジュールの作用を説明するための模式図であ

る。

[ 図7A] 集光板の変形例 を示す側断面図である。

[ 図7B] 集光板の変形例 を示す側断面図である。

[ 図8A] 第 1 実施形態の太陽電池モジュールの変形例 を示す斜視図である。

[ 図8B] 第 1 実施形態の太陽電池モジュールの変形例 を示す斜視図である。

[ 図8C] 第 1 実施形態の太陽電池モジュールの変形例 を示す斜視図である。

[ 図8D] 第 1 実施形態の太陽電池モジュールの変形例 を示す斜視図である。

[ 図9A] 集光板の変形例 を示す斜視図である。

[ 図9B] 図 9 A に示す集光板の要部拡大図である。

[ 図9C] 集光板の変形例 を示す斜視図である。

[ 図9D] 集光板の変形例 を示す斜視図である。

[ 図 10A] 本発明に係 る太陽電池モジュールの第 2 実施形態の概略構成 を示す模



式図である。

[ 図 10B] 反射板 の要部斜視 図である。

[ 図 11A] 本発明に係 る太陽電池 モジュールの第 3 実施形態の概 略構成 を示す模

式図である。

[ 図 11B] 誘電体多層膜 か らなるオ ファクシス反射板 の説明図である。

[ 図 12] 本発明に係 る太陽電池 モジュールの第 4 実施形態の概 略構成 を示す模

式図である。

[ 図 13] 本発明に係 る太陽電池 モジュールの第 5 実施形態の概 略構成 を示す模

式図である。

[ 図 14 ] 太陽光発電装置の概 略構成 図である。

発明を実施するための形態

[001 8] 以下、本発明を詳 しく説明する。 なお、以下の図面 においては、各構成要

素 を認識可能な大 きさとするため に、各構成要素の縮尺 を適宜変更 している

[ 第 1 実施形態 ]

図 1 は、本発明に係 る太陽電池 モジュールの第 1 実施形態の概 略構成 を模

式的に示す図である。

[001 9] 図 1 に示すように太陽電池 モジュール 1 は、建物 B の側壁面 に設置 され

たもので、太陽 に対向 して設置 された集光板 2 と、集光板 2 の端面 に設 け ら

れた太陽電池素子 3 と、集光板 2 の背面側 に設 け られた反射板 4 (反射体）

と、 図示 しない枠体 とを備 えて構成 されたものである。

[0020] すなわち、太陽電池 モジュール 1 は、 図 2 に示すように矩形板状 の集光板

2 と、集光板 2 の第 1 端面 2 c か ら射 出された光 を受光する太陽電池素子 3

と、集光板 2 と太陽電池素子 3 とを一体 に保持する枠体 5 と、 を備 えて構成

されている。

集光板 2 は、 図 1 〜図 3 に示すように光入射面 となる主面 2 a と、主面 2

a と反対の側 の背面 2 b と、光射 出面 となる前記第 1 端面 2 c と、 その他 の

端面 を備 えている。本実施形態では、第 1 端面 2 c 以外の端面 には反射層 6



が設けられている。

[0021 ] この集光板 2 は、図 3 に示すように P M M A 等のアクリル樹脂、ポ リ力一

ボネ一 卜樹脂などの透明性の高い有機材料、も しくはガラスなどの透明性の

無機材料か らなる透明基材 7 中に、蛍光体 8 を分散させたものである。蛍光

体 8 は、紫外光または可視光を吸収 して可視光または赤外光を発光 し放射す

る光機能材料であ り、本実施形態では透明基材 7 中にほぼ均一に分散させ ら

れている。なお、可視光は 3 8 0 n m以上 7 5 0 n m以下の波長領域の光で

あ り、紫外光は 3 8 0 n m未満の波長領域の光であ り、赤外光は 7 5 0 n m

よりも大きい波長領域の光である。

[0022] 分散させ られる蛍光体 8 としては、無機蛍光体、有機蛍光体のいずれも使

用可能である。

有機蛍光体 としては、例えば、 クマ リン系色素、ペ リレン系色素、 フタ口

シ ァニ ン系色素、スチルベ ン系色素、シ ァニ ン系色素、ポ リフエ二 レン系色

素、キサンテン系色素、 ピリジン系色素、才キサジン系色素、 クリセン系色

素、チオフラビン系色素、ペ リレン系色素、 ピレン系色素、アン トラセン系

色素、ァクリドン系色素、ァクリジン系色素、 フルオ レン系色素、タ一フエ

ニル系色素、ェテン系色素、 ブタジエン系色素、へキサ 卜リエン系色素、才

キサゾ一ル系色素、 クマ リン系色素、スチルベ ン系色素、ジ—および トリフ

ェニルメタン系色素、チアゾ一ル系色素、チアジン系色素、ナフタルイミ ド

系色素、アン トラキノン系色素等が好適に使用され、具体的には、 3 _ ( 2

' —ベ ンゾチアゾリル） _ 7 —ジェチルァミノクマ リン （クマ リン 6 ) 、 3

_ ( 2 ， 一ベ ンゾイミダゾリル） _ 7 _ N， N —ジェチルァミノクマ リン （

クマ リン 7 ) 、 3 - ( 2 ' _ N _ メチルベ ンゾイ ミダゾ リル ） _ 7 _ N， N

—ジェチルアミノクマ リン （クマ リン3 0 ) 、 2 , 3 ， 5 , 6 - H , 4 H

—テ トラヒ ドロ一 8 — トリフル才ロメチルキノリジン （9 ， 9 a , - g h

) クマ リン （クマ リン 1 5 3 ) などのクマ リン系色素や、 クマ リン色素系染

料であるべ一シックイエロ一 5 1 や、 ソルベ ン トイエロ一 1 1 、 ソルベ ン ト

イエロ一 1 1 6 などのナフタルイミ ド系色素や、 ローダミンB、 ローダミン



6 G、ローダミン3 B、ローダミン 1 0 1、ローダミン 1 1 0 、スルホロ一

ダミン、ベ一シックバイオレット1 1、ベ一シックレッド2 などの口一ダミ

ン系色素、 1 _ ェチル_ 2 _ 4 - ( p —ジメチルァミノフエニル）_ 1 ，

3 —プタジェニル〕ピリジニゥ厶一パークロレ一卜 （ピリジン 1 ) などのピ

リジン系色素、さらには、シァニン系色素、あるいは才キサジン系色素など

が用いられる。

さらに、各種染料 （直接染料、酸性染料、塩基性染料、分散染料など）も

、蛍光性があれば本発明の蛍光体として使用可能である。

[0023] 無機蛍光体としては、例えば赤色発光の蛍光体であるG d B 0 3 ：E u 、G

d 2 0 3 ：E u 、G d 2 0 2 S : E u 、 G d 3 A I 0 1 2 : E u G d 3 G a 0

2 : E u 、 G d V 0 4 : E u 、 G d 3 G a 0 1 2 ：C e , C r 、 Y 2 0 3 ：E u 、

Y 2 0 2 S ：E u L a 2 0 3 : E u L a 2 0 2 S ：E u I n B 0 3 ：ヒ U 、

( Y , I n ) B 0 3 : E u などや、緑色発光の蛍光体であるG d 2 0 3 : T b 、

G d 2 0 2 S : T b 、 G d 2 0 2 S ：P G d 3 A I 0 1 2 : T b G d 3 G a

0 1 2 : T b 、 Y 2 0 3 ：T b 、 Y 2 0 2 S : T b 、 Y 2 0 2 S : T b ， D y 、 L a

2 0 2 S : T b 、 Z n S : C u 、 Z n S : C u , A u 、 Z n 2 S i 0 4 : M n 、

l n B 0 3 : T b 、M g G a 2 0 4 : M n など、さらに青色発光の蛍光体である

Y A I 0 3 : C e 、 Y 2 S i 0 5 : C e 、 G d 2 S i 0 5 : C e 、 Y T a 0 4 : N

b 、 B a F C I ：E u 、 Z n S : A g 、 C a W 0 4、C d W 0 4、 Z n W 0 4、

M g W 0 4、 S r ( P 0 4 ) 3 C I ：E u 、 Y P 0 4 : C I などが用いられる。

なお、本発明においては、蛍光体としては 1種類のみ用いてもよく、複数

種を併用してもよい。

[0024] 前記透明基材 7 としては、外光を有効に取り込めるように、例えば3 6 0

n m以上 8 0 0 n m以下の波長領域の光に対して9 0 %以上、より好ましく

は9 3 %以上の透過率を有するものが好適である。例えば、 P M M A樹脂等

のアクリル基板や、シリコン樹脂基板、石英基板などが、広い波長領域に光

に対して高い透明性を有することから好適に用いられる。

[0025] 集光板 2 の主面 2 a と背面 2 b とは、互いに平行でかつ平坦な面となって



いる。集光板 2 の第 1 端面 2 c 以外の全ての端面には、集光板 2 の内部か ら

その外部 に向けて進行する光 （蛍光体か ら放射された光）を集光板 2 の内部

に向けて反射する反射層 6 が、当該端面に空気層を介 して又は当該端面に空

気層を介 さずに直接接触 して設けられている。

[0026] このような端面に設けられる反射層 6 と しては、銀やアル ミニウム等の金

属膜か らなる反射層や、 E S R (Enhanced Specu lar Ref lector) 反射 フ ィル

厶 （3 M社製）等の誘電体多層膜か らなる反射層などが用い られる。 また、

反射層 と しては、入射 した光を鏡面反射する鏡面反射層でもよ く、入射 した

光を散乱反射する散乱反射層でもよい。反射層に散乱反射層を用いた場合に

は、太陽電池素子 3 の方向に直接向かう光の光量が増えるため、太陽電池素

子 3 への集光効率が高まり、発電量が増加する。 また、反射光が散乱される

ため、時間や季節による発電量の変化が平均化される。なお、散乱反射層 と

しては、マイクロ発泡 P E T (ポ リエチ レンテ レフタ レ一 卜） （古河電工社

製）などが用い られる。

[0027] 太陽電池素子 3 は、受光面が集光板 2 の第 1 端面 2 c に対向 して配置され

ている。 この太陽電池素子 3 は、第 1 端面 2 c と光学接着 されていることが

好ま しい。太陽電池素子 3 と しては、シ リコン系太陽電池、化合物系太陽電

池、量子 ドッ ト太陽電池、有機系太陽電池などの公知の太陽電池を使用する

ことができる。中でも、化合物半導体を用いた化合物系太陽電池や量子 ドッ

卜太陽電池は、高効率な発電が可能であることか ら、太陽電池素子 3 と して

好適である。化合物系太陽電池 と しては、 l n G a P 、 G a A s 、 I n G a

A s 、 A I G a A s 、 C u ( I n , G a ) S e 2、 C u ( I n , G a ) ( S e

， S ) 2、 C u I n S 2、 C d T e 、 C d S 等が挙げられる。 また、量子 ドッ

卜太陽電池 と しては、 S ί 、 I n G a A s 等が挙げられる。ただ し、価格や

用途に応 じて、 S ί 系や有機系など他の種類の太陽電池を用いることもでき

る。

[0028] なお、図 1 〜図 3 では、太陽電池素子 3 を集光板 2 の 1 つの端面 2 c のみ

に設置 した例 を示 したが、太陽電池素子 3 は集光板 2 の複数の端面に設置 し



てもよい。太陽電池素子 3 を集光板 2 の一部の端面 （1 辺、 2 辺 または 3 辺

) に設置する場合には、太陽電池素子 3 が設置されていない端面には反射層

6 を設置することが好ま しい。

[0029] 図 2 に示すように枠体 5 は、 アル ミニウム等のフレームか らな り、集光板

の主面 2 a を外部 に臨ませ、その状態で集光板 2 の四周を保持するととも

に、太陽電池素子 3 も集光板 2 とともに保持 している。集光板 2 の主面 2 a

を外部 に臨ませる開口部 5 a には、 ガラス等の透明部材が嵌め込 まれていて

もよい。 このような構成のもとに集光板 2 は、枠体 5 か ら外部 に臨む主面 2

a が光入射面 となってお り、集光板 2 の第 1 端面 2 c が光射出面 となってい

る。 また、主面 2 a か ら入射 した外光 （太陽光）の一部は、背面 2 b を透過

して反射板 4 に入射するようになっている。

[0030] 反射板 4 は、集光板 2 の背面 2 b 側 に設置されて、図 1 に示すように太陽

S か らの光 （太陽光 し）のうちの集光板 2 に入射 した入射光 L 1 の一部 を、

集光板 2 の主面 2 a の法線 P に対 して入射光 L 1 (太陽光 し）の入射光路側

の所定方向に、反射光 L 2 と して反射するものである。すなわち、反射板 4

は、集光板 2 中において蛍光体 8 に吸収 されることな く、透明基材 7 を透過

して光 （入射光 L 1 ) を、その入射光路側 に反射するように構成 されている

[0031 ] このような反射板 4 と しては、本実施形態では再帰性反射板が用い られる

。再帰性反射板 と しては、例えば図 4 A 〜図 4 C に示すような、 コーナ一キ

ュ一プア レイ 9 を用いた再帰性反射板 を用いることができる。 コーナ一キュ

—プア レイ 9 は、その平面図である図 4 A に示すように、光を反射する 3 つ

の平面 9 a を互いに直角に組み合わせたもので、その斜視図である図 4 B に

示すように立方体の角部 を切 り欠いて元の立方体の半分に したものである。

このような構成のもとに、その内側 に入射 した光は前記 3 つの平面 9 a で 3

回の反射を繰 り返すことにより、元来た方向へ帰るように構成 されている。

すなわち再帰性の反射板 となっている。

[0032] このようなコーナ一キュープア レイ 9 を備えた再帰性反射板 と しては、例



えば要部側断面図である図4 C に示すように、樹脂からなる基材 1 0 の表面

上に空気層 1 1 を介 して前記 3 つの平面 9 a を形成 したプリズム形状を多数

有するプリズム層 1 2 (コーナ一キュープアレイ9 ) を有 し、さらにその上

に トップフイルム 1 3 を有 した再帰性シ一 卜1 4 が好適に用いられる。この

再帰性シ一 卜1 4 は、基材 1 0 の裏面に接着層 1 5 を有 し、この接着層 1 5

を覆って剥離フイルム 1 6 が設けられている。 したがって、図示 しない基板

表面に前記接着層 1 5 によって再帰性シ一 卜1 4 を貼設することにより、本

実施形態における反射板 4 を構成する再帰性反射板とすることができる。

[0033] このような再帰性シ一 卜1 4 としては、 3 M社製のハイ ' インテンシティ

グレー ドH I P高輝度反射シ一 卜、ダイヤモンドグレー ドD G超高輝度反射

シ一 卜、日本力一バイ ドエ業株式会社製のプリズム型超高輝度再帰反射シ一

卜などを挙げることができる。

[0034] また、再帰性反射板としては、マイクロビーズアレイを用いた再帰性反射

板を用いることもできる。マイクロビーズアレイは、入射 した光をガラスビ

—ズで屈折させ、裏側の反射層にて反射させて再び入射 した方向に帰るよう

に構成されたものである。すなわち再帰性の反射板となっている。

[0035] このようなマイクロビーズアレイを備えた再帰性反射板としては、例えば

図 5 A に示すような再帰性シ一 卜1 8 や、図 5 B に示すような再帰性シ一 卜

9 を用いることができる。図 5 A に示す再帰性シ一 卜1 8 は、基材となる

樹脂層 2 0 の表層部に反射膜としての半球面状のアルミ蒸着層 2 を有 し、

このアルミ蒸着層 2 上に球状のガラスビーズ2 2 を配置 し、さらにこれら

を覆って トップフイルム 2 3 を備えたもので、樹脂層 2 0 の裏面側に接着剤

層 2 4 を介 して剥離フイルム 2 5 を有 したものである。

[0036] また、図 5 B に示す再帰性シ一 卜1 9 は、樹脂層 2 0 の表層部に反射膜と

しての半球面状のアルミ蒸着層 2 を有 し、このアルミ蒸着層 2 上に球状

のガラスビーズ2 2 を配置 し、さらにこれらの上に空気層 （図示せず）を介

して トップフイルム 2 3 を備えたもので、樹脂層 2 0 の裏面側に接着剤層 2

4 を介 して剥離フイルム 2 5 を有 したものである。このような再帰性シ一 卜



1 8 、 9 にあっては、前記 したように入射光をガラスビーズ 2 2 で屈折さ

せ、アルミ蒸着層 2 1 にて反射させることにより、再び入射 した方向に帰す

ことができる。

[0037] したがって、図示 しない基板表面に前記接着剤層 2 4 によつて再帰性シ一

卜1 8 ( 1 9 ) を貼設することにより、本実施形態における反射板 4 を構成

する再帰性反射板とすることができる。

このような再帰性シ一 卜1 8 、 1 9 としては、 3 M社製のエンジニアダレ

— ドE G P普通反射シ一 卜や、日本力一バイ ドエ業株式会社製の封入レンズ

型再帰反射シ一 卜、カプセル レンズ型再帰反射シ一 卜などを用いることがで

きる。

[0038] このような構成からなる太陽電池モジュール 1 は、図 1 に示 したように集

光板 2 がその主面 2 a を太陽に対向させて建物 B の側壁面に設置される。

すなわち、日本等の北半球では、主に南側 （東南側や南西側を含む）に向け

て配設される。 したがって、図 1、図 3 に示すように太陽S からの光 （太陽

光 L ) の一部を入射光 L 1 として集光板 2 の主面 2 a で受光 し、集光板 2 中

の蛍光体 8 によってこれを吸収 し発光する。発光 した光は、集光板 2 の透明

基材 7 中を伝播 し、第 1端面 2 c から太陽電池素子 3 に射出する。これによ

り、太陽電池素子 3 によって電力を発生する。

[0039] また、図 6 に示すように、入射光 L 1 の一部は蛍光体 8 に吸収されること

なく集光板 2 の透明基材 7 を透過 し、集光板 2 の背面 2 b 側に配置された反

射板 4 に入射する。反射板 4 は、前記 したように再帰性シ一 卜1 4 や再帰性

シ一 卜1 8 ( 1 9 ) を貼設 した再帰性反射板からなっているので、コーナ一

キュープアレイ 9 やマイクロビーズアレイ 1 7 の作用によって透明基材 7 を

透過 し入射 してきた入射光 L の一部を、ほぼその入射光路に向けて反射す

る。

[0040] ただ し、これらコーナ一キュープアレイ 9 やマイクロビーズアレイ 1 7 の

構造は、製造 ラツキなどによって必ず しも完全な再帰性を発揮することが

できず、反射光 L 2 は、入射光 L 1 の入射光路を中心として、約 1 0 分から



0 度程度の広が り角を持 って反射する。すなわち、反射光 L 2 は、 コーナ

—キュープア レイ 9 やマイクロビーズア レイ 1 7 などの再帰構造に依存 した

広が り角 を有 している。

[0041 ] したがって、蛍光体 8 の濃度が低い状態で蛍光体 8 が集光板 2 に分散 され

てお り、そのため入射光 L が蛍光体 8 に当た らずに吸収 されなかった場合

でも、再帰反射によってわずかに広がった反射光が、蛍光体 8 に当たって吸

収 されるようになる。 これにより、再帰反射によって蛍光体 8 が蛍光を発 し

て端面 2 c の太陽電池素子 3 に集光することができるようにな り、反射板 4

は本来の機能を発揮 し、集光効率 を高めるものとなる。

[0042] ただ し、前記の広が り角 は約 1 0 分か ら 1 0 度程度 と僅かであ り、反射

光のうち集光板 2 中にて蛍光体 8 に吸収 されることな く、透明基材 7 を透過

する反射光 L 2 は、基本的には入射光 L の入射光路 にほぼ沿 って射出され

る。すなわち、反射板 4 は、図 1 に示すように集光板 2 の主面 2 a の法線 P

に対 して、入射光 L 1 (太陽光 し）の入射光路側の所定方向に反射光 L 2 を

射出するようになっている。 ここで、前記所定方向とは、本実施形態では前

記入射光 L 1 (太陽光 し）の入射光路 に対 し、僅かな広が りを持 った方向を

意味 している。

[0043] したがって、本実施形態の太陽電池モジュール 1 にあっては、集光板 2 を

透過 してきた光を、集光板 2 の太陽光 L の入射光路側の所定方向に反射する

反射板 4 を備えているので、従来のように集光板 2 を透過 した光を正反射す

ることな く、図 1 に示 したように太陽 S 側 に反射することができる。 よって

、太陽光 L を正反射することで太陽 S とは異なる方向にある建物 B 2 等に反

射光 L 2 を照射 し、光被害を与えることを防止することができる。

また、周囲の建物 B 2 や地表 に光を照射することが防止されるため、 ヒ一

卜アイラン ド現象を抑制することもできる。 さらに、反射板 4 の再帰性 によ

つて反射光を太陽 S の方向に返すことができるため、雲などで吸収や散乱さ

れることな く、エネルギーを宇宙空間に放出することができる。

[0044] なお、本実施形態では、集光板 2 を、透明基材 7 中に蛍光体 8 を分散 させ



て構成 したが、本発明の集光板はこのような構成に限定されることなく、例

えば図 7 A や図 7 B に示すような構成のものを用いることができる。すなわ

ち、図 7 A に示すように、アクリル板等からなる板状の透明基材 7 の表面に

蛍光体 （図示せず）を分散させた塗料を塗布 し、蛍光体層 2 6 を形成 した集

光板を用いてもよい。その場合に、塗料は蛍光体とこれを分散させる透明樹

脂とを有 して形成される。 したがって、この塗料中の透明樹脂が、蛍光体を

均一に分散させる透明基材となる。

また、図 7 B に示すように前記蛍光体層 2 6 の表面 （透明基材 7 と反対の

側の表面）にさらに透明保護層 （透明層） 2 7 を設けた集光板を用いてもよ

い。

[0045] 透明保護層 2 7 の形成材としては、各種の透明樹脂が使用可能である。具

体的には、ポリエチレンテレフタレ一 卜 （P E T ) 、ポリエチレン （P E )

、ポリ塩化ビニリデン、ポリアミ ドなどからなる透明樹脂フイルムを蛍光体

層 9 上にラミネ一 卜して透明保護層 1 0 を形成することができる。あるいは

、酢酸セルロース、ェチルセルロース、セルロースアセテー トプチレ一 卜な

どのセルロース誘導体、ポリ塩化ビニル、ポリ酢酸 ビニル、塩化ビニル—酢

酸 ビニルコポリマ一、ポリカ一ボネ一 卜、ポリビニルプチラール、ポリメチ

ルメタクリレー 卜、ポリビニルホルマール、ポリウレタンなどの透明樹脂を

溶解させて塗布液を調製 し、これを蛍光体層 2 6 上に塗布 した後に、乾燥さ

せることによって透明保護層 2 7 を形成することもできる。

[0046] また、本発明における反射体として、本実施形態では前記 したように基板

(図示せず）に再帰性シ一 卜1 4 や再帰性シ一 卜1 8 ( 1 9 ) を貼設するこ

とによって形成 した再帰性の反射板 4 を用いるようにしたが、本発明におけ

る再帰性の反射体としては、例えば建物 B の壁面を再帰性反射面とするこ

とで、この壁面をそのまま反射体として用いることができる。例えば、表面

にコーナ一キュ一プアレイ構造を形成 した再帰性反射タィル （滋賀県工業技

術センタ一開発）を建物の壁面として貼設 した場合、この再帰性反射タイル

からなる壁面上に集光板 2 を配置することで、再帰性反射タィルからなる壁



面を本発明における反射体とすることができる。このタイルは、赤外線反射

率が 8 0 %である。また、再帰特殊塗装 （ロー ドクーラ一）を行った壁面を

、本発明における反射体とすることもできる。

[0047] また、本実施形態の太陽電池モジュール 1 は、図 1 に示 したように建物 B

1 の平面からなる側壁面に設置するものとして、図 8 A に示すように平板状

の集光板 2 および平板状の反射板 （反射体）4 を用い、これによつて全体を

平板状に構成 したが、設置面の形状等によっては、太陽電池モジュールの全

体形状についても、種々の形態に形成することができる。

[0048] 例えば、建物 B 1 の壁面が曲面状である場合には、この壁面形状に対応さ

せて、本実施形態の太陽電池モジュールも図 8 B に示すように全体が湾曲 し

た曲板状に形成することができる。その場合に、集光板 2 については、図 7

A 、図 7 B に示 したような、透明基材の表面に蛍光体を分散させた塗料を塗

布 し、蛍光体層を形成 したものを用いるのが好ましい。透明基材を所望の湾

曲形状 （曲板状）に形成 しておくことで、その表面に所望の湾曲形状の蛍光

体層を形成することができる。また、反射板についても、基板を所望の湾曲

形状 （曲板状）に形成 し、その表面上に再帰性シ一 卜1 4 ( 1 8 、 1 9 ) を

貼設することで、所望の湾曲形状 （曲板状）に形成することができる。

[0049] なお、前記 した曲板状の集光板を、図 1 に示 した建物 B 1 の平板状の壁面

に設置することもできる。その場合には、反射板についても前記 したように

曲板状のものを用いてもよく、あるいは、平板状のものを用いてもよい。

また、本発明の太陽電池モジュールは、建物の屋根や、柱、電柱などにも

設置することができる。例えば屋根に設置する場合、図 8 B に示 した曲板状

のものの形成と同様の手法で、集光板や反射体を瓦状や波状などに形成 し、

太陽電池モジュール全体を瓦状や波状などとして屋根に設置する。

[0050] また、電柱等の柱に設置する場合には、図 8 C に示すように中空円柱状 （

円筒状）の集光板 2 と、その内周面側に配置された中空円柱状 （円筒状）の

反射体とを備えた、全体が中空円柱状 （円筒状）の太陽電池モジュールを形

成 し、これを柱に外揷 して設置するのが好ましい。



また、図 8 D に示すように円柱状の集光部材 2 e を平面状 に並べて見かけ

上板状体、すなわち集光板 2 と して設置 してもよい。 さらに、柔軟 に互いに

連結することで、平面でない曲面などに自由に形 を変えて設置することもで

きる。 また、すだれのような形状 に構成することで、必要なときに展開 して

集光を行い、必要でないときには巻 き取 って収納するなどの調整 も可能であ

る。

[0051 ] また、本発明における集光板 と しては、前記 したような蛍光体を透明基材

中に分散 させた集光板 2 に代えて、図 9 A に示すようなプ リズム形状 を有す

る集光板 2 8 を用いてもよい。 この集光板 2 8 は、光入射面 となる主面 2 8

a と反対の側の背面に、 プ リズム面 2 9 を有 したものである。 プ リズム面 2

9 は、図 9 B に示すように一方の端面側 に向 くスロープ面 2 9 a を多数形成

したもので、入射 した光 L がこのスロープ面 2 9 a にて屈折することによ

り、図 9 A に示すように一方の端面側 に配置された太陽電池素子 3 に射出す

るようになっている。

[0052] さ らに、本発明における集光板 と しては、図 9 C に示すようプ リズム面 2

9 を有 し、かつ、その厚 さが太陽電池素子 3 か ら遠ざかるにつれて徐々に薄

くなるように形成 された、 クサ ビ形状の集光板 3 0 を用いてよい。 このよう

に形成 されることで集光板 3 0 は、入射 した光 L がその内部 を全反射する

回数が減 り、光がスロープ面 2 9 a で屈折されることにより生 じる光のロス

が低減する。 したがって、光の取 り出 し効率が高 くなる。

また、本発明における集光板 と しては、図 9 D に示すように、前記の蛍光

体を分散 させた蛍光体集光板 2 と、 プ リズム形状 を有する形状集光板 2 8 (

3 0 ) とを積層 したタンデム構造 と してもよい。

[0053] [ 第 2 実施形態 ]

図 1 O A は、本発明に係 る太陽電池モジュールの第 2 実施形態の概略構成

を示す模式図である。図 1 0 A に示 した太陽電池モジュール 3 が第 1 実施

形態の太陽電池モジュール 1 と異なるところは、反射板 と して、再帰性反射

板 に代えてオファクシス反射板 を用いた点である。



[0054] 図 1 O A に示す反射板 （反射体） 3 2 は、プリズム形状が付与されたオフ

ァクシス反射板である。このオファクシス反射板 3 2 は、アクリル板等の基

板の一方の面にプリズ厶形状が付与され、このプリズ厶面にアルミニウムま

たは銀等の反射性材料が蒸着されて反射面 3 2 a とされ、さらにその表面に

透明保護層 （図示せず）がコ一ティングされて形成されたものである。

[0055] 反射面 3 2 a におけるプリズム 3 3 (プリズム形状）は、図 1 0 B に示す

ように水平方向に沿って配置された三角柱状のもので、このプリズム 3 3 が

鉛直方向に多数整列配置されたことで、反射板 3 2 は板状に形成されている

。三角柱状のプリズ厶 3 3 の、集光板 2 側に向く一方のプリズム面 3 3 a は

、本実施形態では図 1 O A に示すようにその法線Qの角度が、集光板 2 の主

面 2 a に対する法線 P に対 して4 5 度となるように形成されている。 したが

つて、集光板 2 の主面 2 a が水平方向に向けて配置されているものとすると

、プリズム 3 3 は、そのプリズム面 3 3 a の仰角が4 5 度となるように、上

方に向けて配置される。

[0056] また、プリズム 3 3 の、反射面 3 2 a 側を構成するもう一方のプリズム面

3 3 b は、本実施形態ではその法線 （図示せず）の角度が、集光板 2 の主面

2 a に対する法線 P に対 して 9 0 度に形成されている。 したがって、集光板

2 の主面 2 a が水平方向に向けて配置されているものとすると、プリズ厶 3

3 は、そのプリズム面 3 3 b が鉛直方向下方に向くように配置される。 した

がって、このプリズム面 3 3 b は実質的には反射面として機能せず、プリズ

厶面 3 3 a のみが反射面 3 2 a として機能するようになっている。

なお、プリズム 3 3 は実際には非常に微細構造となっており、上下に隣り

合うプリズ厶 3 3 、 3 3 間のピッチは例えば 2 0 0 m となっている。

[0057] このようなプリズム面 3 3 a を反射面 3 2 a とするプリズム 3 3 を有する

反射板 3 2 は、集光板 2 の主面 2 a の法線 P方向と異なる所定方向、すなわ

ち水平方向に対 して4 5 度上方を向く方向に、その仰角が形成されたプリズ

厶 3 3 を多数有 した構造となっている。

したがって、図 1 0 A 、図 1 0 B に示すように鉛直方向をZ 方向とし、集光



板 2 の主面 2 a の法線 P方向をY 方向とし、これらΖ 方向、 Υ 方向に共に直

交する方向をX 方向としたとき、図 1 0 Β に示すようにΥ Ζ 平面に入射光路

を有 し、かつ法線 Ρ に対 してほぼ4 5 度の角度で入射するする太陽光 （入射

光 L 1 1 ) は、プリズム面 3 3 a で反射 してその入射光路とほぼ同 じ光路で

反射する。すなわち、反射光 L 2 は、入射光 L の入射光路にほぼ沿つ

て反射する。 したがって、反射板 3 2 は、集光板 2 を透過 してきた光を主面

2 a の法線 P に対 して太陽光の入射光路側に反射するようになっている。

[0058] —方、法線 P に対 してX 方向に傾いて入射 した太陽光 （入射光 L 1 2 ) の

反射光 L 2 2 は、X Y 平面に投影 した軌跡では法線 P に対 して異なる方向に

射出するものの、 Z Y 平面に投影 した軌跡では、前記入射光 L 1 1 に対する

反射光 L のように、反射光 し2 2 は入射光 L 2 の入射光路にほぼ沿つ

て反射する。 したがって、その場合にも反射板 3 2 は、集光板 2 を透過 して

きた光を、主面 2 a の法線 P に対 して太陽光の入射光路側に反射するように

なっている。

なお、前記の説明では、太陽光の入射角度は、水平方向に向く前記法線 P

に対 して、上方から下方に向かう角度になっているものとしている。

[0059] 本実施形態の太陽電池モジュール 3 1 にあっても、集光板 2 を透過 してき

た光を、太陽光 L の入射光路側の所定方向に反射する反射板 3 2 を備えてい

るので、従来のように集光板 2 を透過 した光を集光板 2 の主面 2 a で正反射

するのと同 じ向きに反射することなく、図 1 に示 した第 1実施形態のように

太陽S側に反射することができる。よって、太陽光 L を反射することで太陽

S とは異なる方向にある建物 B 2 等に反射光 L 2 を照射 し、光被害を与える

ことを防止することができる。また、周囲の建物 B 2 や地表に光を照射する

ことが防止されるため、 ヒ一 卜アイラン ド現象を抑制することもできる。

[0060] さらに、本実施形態では、太陽光 （入射光 L 1 ) の入射光路がプリズム面

3 3 a の法線方向に一致 していない限り、入射光と反射光との光路は一致 し

ないため、入射時に集光板 2 中の蛍光体 8 に当たらずに吸収されなかった光

も、反射時には光路がずれることで蛍光体 8 に吸収される確率が高くなる。



したがって、反射板 3 2 は本来の機能を発揮 し、集光効率 を高めるものとな

る。

なお、本実施形態においても集光板 については、第 1 実施形態においてそ

の変形例 と して示 した種 々の形態のものを用いることができる。

[0061 ] [ 第 3 実施形態 ]

図 1 1 A は、本発明に係 る太陽電池モジュールの第 3 実施形態の概略構成

を示す模式図である。図 1 1 A に示 した太陽電池モジュール 3 4 が第 2 実施

形態の太陽電池モジュール 3 1 と異なるところは、反射板 と して、 プ リズム

形状が付与されたオファクシス反射板 3 2 に代えて、誘電体多層膜か らなる

オファクシス反射板 を用いた点である。

[0062] すなわち、図 1 1 A に示す誘電体多層膜か らなるオファクシス反射板 （反

射体） 3 5 は、図 1 1 B に示すように4 分の 1 波長の光学膜厚毎 に、高屈折

率層 3 6 a と低屈折率層 3 6 b とを交互に積層 して誘電体の多層膜 と し、 こ

の多層膜 を、本実施形態では 6 2 度程度の角度でスライス して （切 り出 して

) 得 られたものである。 このように予め設定 した角度 （6 2 度）でスライス

することにより、反射板 3 5 の表面 （集光板 2 の背面 2 b に対向する側の表

面） とは異なる方向に向 く反射面を形成することができる。

[0063] すなわち、本実施形態の反射板 3 5 は、水平面に対 し、鉛直方向上方に 6

2 度の角度で傾斜 した反射面を有するものとなる。 これにより、反射板 3 5

は、集光板 2 を透過 してきた太陽光 L を、その入射光路側の所定方向に反射

するようになつている。なお、 ここでの所定方向は、太陽光 L の入射角 と、

反射板 3 5 の反射面の角度 とによって決 まる。

[0064] このような反射板 3 5 は、例えば高屈折率層 3 6 a の形成材料 と してポ リ

エチ レンナフタ レ一 卜 （屈折率 n = 1 . 5 4 、 @ 5 0 0 n m ) が用い られ

、低屈折率層 3 6 b の形成材料 と してポ リエチ レンテ レフタ レ一 卜 （n 2 =

1 . 6 4 @ 5 0 0 n m ) が用い られる。

そ して、高屈折率層 3 6 a と低屈折率層 3 6 b との組合せによって、 1 0 0

n m、 1 2 5 n m、 1 5 0 n m、 1 7 5 η m 2 0 0 η m、 2 2 5 η m、 2



5 0 n m、 2 7 5 n m、 3 0 0 n m、 3 2 5 n mの厚みが各 5 0 層、合計 1

0 組が積層され、総層数が 5 0 0 層とされる。このような構成によって反射

板 3 5 は、 3 0 0 n m~ 1 4 0 0 n mの波長領域で約 9 0 %の反射率が得 ら

れるようになる。

[0065] 本実施形態の太陽電池モジュール 3 4 にあっても、集光板 2 を透過 してき

た光を、太陽光 L の入射光路側の所定方向に反射する反射板 3 5 を備 えてい

るので、従来のように集光板 2 を透過 した光を集光板 2 の主面 2 a で正反射

するのと同 じ向きに反射することなく、図 1 に示 した第 1実施形態のように

太陽S側に反射することができる。よって、太陽光 L を正反射することで太

陽S とは異なる方向にある建物 B 2 等に反射光 L 2 を照射 し、光被害を与え

ることを防止することができる。また、周囲の建物 B 2 や地表に光を照射す

ることが防止されるため、 ヒ一 卜アイラン ド現象を抑制することもできる。

[0066] なお、本実施形態においても集光板については、第 1実施形態においてそ

の変形例として示 した種々の形態のものを用いることができる。

[0067] [ 第 4 実施形態]

図 1 2 は、本発明に係る太陽電池モジュールの第4 実施形態の概略構成を

示す模式図である。図 1 2 に示 した太陽電池モジュール 3 7 が第 3 実施形態

の太陽電池モジュール 3 4 と異なるところは、反射板として、誘電体多層膜

からなるオファクシス反射板 3 5 に代えて、透明基材中にて反射性板状粒子

が所定方向に向けて整列配置されたオファクシス反射板 3 8 を用いた点であ

る。

すなわち、図 1 2 に示す反射板 3 8 は、集光板 2 の背面 2 b に対向する表

面に対 し、反射性板状粒子 3 9 が、その板面 （反射面）を角度 6 2 度程度に

傾斜させて配向 した状態で透明基材 4 0 に分散させられて構成されている。

[0068] 透明基材 4 0 としては、透明樹脂が用いられる。具体的には、セルロース

誘導体、才レフィン系樹脂、ハロゲン含有樹脂、 ビニルアルコール系樹脂、

ビニルエステル系樹脂、 （メタ）アクリル系樹脂、スチレン系樹脂、ポリエ

ステル系樹脂、ポリアミ ド系樹脂、ポリカ一ボネ一 卜系樹脂、ポリエーテル



系樹脂、ポリスルホン系樹脂、熱可塑性エラス トマ一などの熱可塑性樹脂が

含まれる。なお、透明樹脂は熱可塑性樹脂である場合が多いが、熱硬化性樹

月旨（エポキシ樹脂、不飽和ポリエステル樹脂、ジァリルフタレ一 卜樹脂、シ

リコ一ン樹脂など）であってもよい。

[0069] 前記反射性板状粒子 3 9 は、少なくとも板状の形態を有 している。 「板状

」の形態とは、上下面が互いに平行な平面を有 しており、上下 （又は厚み）

方向に比べて平面方向の長さが長い形状を意味する。 したがって、例えば前

記粒子 3 9 は、面方向から見ると不定形を有 しており、横方向から見ると横

長の台形又は針状の形状を有 している。

[0070] このような反射性板状粒子 3 9 は、板状粒子自体が光反射性を有する粒子

、例えばアルミニウム、アルミナなどであってもよく、板状粒子に光反射性

を付与 した粒子であってもよい。また、反射性板状粒子 3 9 は、着色 した板

状粒子、例えば、グラフアイ ト （天然又は合成黒鉛）などを含んでいてもよ

し、。反射性板状粒子 3 9 は、通常、前記板状粒子と、この板状粒子を被覆 し

、かつ光反射性を付与するための成分 （特に金属及び金属酸化物から選択さ

れた少なくとも一種）とで構成されている。

[0071 ] 前記板状粒子としては、例えば、ガラスなどの非晶性無機物質、アルミナ

、水酸化アルミニウム、雲母類 （白雲母、金雲母、合成雲母などのマイ力類

) 、タルク、モンモリロナイ ト類、クレイ類 （カオリンクレイ、ろう石クレ

ィなど）などの板状無機結晶、架橋アクリル系樹脂、架橋ポリスチレン系樹

月旨、架橋ポリスルホン系樹脂などの樹脂片をはじめとするポリマーなどが挙

げられる。これらの板状粒子は単独で又は二種以上組み合わせて使用できる

。好ましい板状粒子は、雲母類、タルク、モンモリロナイ ト類などである。

なお、板状粒子の形状は、特に制限されず、無定形板状、多角板状 （三角

板状、四角板状、六角板状など）、楕円板状、円板状などであってもよい。

[0072] 前記金属及び金属酸化物としては、金属光沢を示す種々の成分、例えば、

チタン、ジルコニウム、アルミニウムなどの金属、酸化チタン、酸化ジルコ

二ゥ厶、酸化アルミニゥ厶などの金属酸化物などが挙げられる。



[0073] また、反射性板状粒子 3 9 としては、例えば、金属又は金属酸化物で被覆

された板状粒子 （酸化チタン被覆マイ力、酸化チタン被覆ガラスなどの酸化

チタン被覆板状粒子で構成された干渉性反射材料、銀蒸着板状ガラス微粒子

などの金属コ一 卜鱗片粒子など）、鱗片状アルミニウム粒子などの鱗片状金

属粒子、アルミナ粒子などの板状結晶粒子などを用いることもできる。

[0074] このような反射性板状粒子 3 9 において、板面の平均直径 （平均粒径）は

1 ~ 1 0 0 0 m (例えば、 5 ~ 5 0 0 m、好ましくは 5 ~ 2 0 〇 m (

例えば、 1 0 ~ 2 0 0 m ) 、さらに好ましくは 1 0 ~ 1 Ο Ο Ί ) 程度で

あり、 2 0 ~ 2 0 0 m程度であってもよい。

[0075] 反射性板状粒子 3 9 の添加量は、透明樹脂 1 0 0 重量部に対 して、 0 . 1

~ 3 0 重量部、好ましくは0 . 1 ~ 2 0 重量部 （例えば、 1 ~ 2 0 重量部）

、さらに好ましくは0 . 5 ~ 1 5 重量部 （例えば、 1 ~ 1 5 重量部）程度で

あってもよく、 0 . 5 ~ 1 0 重量部 （例えば、 1 ~ 1 0 重量部）、特に0 .

5 5 重量部程度であつてもよい。

[0076] このような反射性板状粒子 3 9 の、透明基材 4 0 中での配向については、

例えば溶融状態の透明樹脂中にて反射性板状粒子 3 9 を、電気的または磁気

的な手法で一方向に整列させ、配向させるといった方法が採用される。そし

て、反射性板状粒子 3 9 を一方向に整列させ、配向させた後、透明樹脂 （透

明基材 4 0 ) を硬化させ、これを所定の面でスライスする （切 り出す）こと

により、図 1 2 に示 した反射板 3 8 、すなわち反射性板状粒子 3 9 の板面 （

反射面）が反射板 3 8 の表面 （集光板 2 の背面 2 b に対向する側の表面）に

対 して角度 6 2 度程度に傾斜 して配向 した、反射板 3 8 が得 られる。

[0077] すなわち、本実施形態の反射板 3 5 は、水平面に対 し、鉛直方向上方に6

2 度の角度で傾斜 した反射面を有するものとなる。これにより、反射板 3 8

は、集光板 2 を透過 してきた太陽光 L を、その入射光路側の所定方向に反射

するようになつている。なお、ここでの所定方向は、太陽光 L の入射角と、

反射板 3 8 中の反射性板状粒子 3 9 の板面 （反射面）の角度とによって決ま

る。



[0078] 本実施形態の太陽電池モジュール 3 7 にあっても、集光板 2 を透過 してき

た光を、太陽光 L の入射光路側の所定方向に反射する反射板 3 8 を備えてい

るので、従来のように集光板 2 を透過 した光を集光板 2 の主面 2 a で正反射

するのと同 じ向きに反射することな く、図 1 に示 した第 1 実施形態のように

太陽 S 側 に反射することができる。よって、太陽光 L を正反射することで太

陽 S とは異なる方向にある建物 B 2 等に反射光 L 2 を照射 し、光被害を与え

ることを防止することができる。 また、周囲の建物 B 2 や地表に光を照射す

ることが防止されるため、 ヒ一 卜アイラン ド現象を抑制することもできる。

[0079] なお、本実施形態においても集光板については、第 1 実施形態においてそ

の変形例 として示 した種々の形態のものを用いることができる。

[0080] [ 第 5 実施形態 ]

図 1 3 は、本発明に係る太陽電池モジュールの第 5 実施形態の概略構成を

示す模式図である。図 1 3 に示 した太陽電池モジュール 4 が第 1 実施形態

の太陽電池モジュール 1 と異なるところは、図 1 3 に示 した太陽電池モジュ

—ル 4 では建物 B の側壁面ではな く、建物 B の屋根面に設置されてい

る点である。

[0081 ] 本実施形態の太陽電池モジュール 4 は、基本的には集光板 4 2 が鉛直方

向上方を向き、 したがって反射板 4 3 (反射体）も、鉛直方向上方を向いて

配置されている。ただ し、集光板 4 2 と しては、第 1 実施形態で用いられて

いる集光板 2 や、第 1 実施形態においてその変形例 として示 した種々の形態

のものが用いられる。

[0082] また、反射板 4 3 については、第 1 実施形態で用いられている再帰性反射

板であってもよく、第 2 実施形態で用いられているプリズ厶形状が付与され

たオファクシス反射板であってもよく、第 3 実施形態で用いられている誘電

体多層膜か らなるオファクシス反射板であってもよく、第 4 実施形態で用い

られている反射性板状粒子が所定方向に向けて整列配置されたオファクシス

反射板であってもよい。

[0083] ただ し、 これ らの反射板か らなる本実施形態の反射板 4 3 と しては、特に



第 2 実施形態〜第4 実施形態で用いられているオファクシス反射板の場合、

その反射面が、基本的に鉛直方向上方 （集光板4 2 の主面の法線方向）より

南側を向くように配置される。このように反射面が南側を向くように反射板

4 3 が配置されることにより、反射板4 3 は、集光板 2 を透過 してきた太陽

光 L を、その入射光路側 （天空方向側）の所定方向に反射することができる

[0084] 本実施形態の太陽電池モジュール4 1 にあっても、集光板 2 を透過 してき

た光を、太陽光 L の入射光路側の所定方向に反射する反射板4 3 を備えてい

るので、従来のように集光板 2 を透過 した光を集光板 2 の主面 2 a で正反射

するのと同じ向きに反射することなく、図 1 3 に示 したように太陽S側に反

射することができる。よって、図 1 3 中に破線で示すように太陽光 L を正反

射することで太陽S とは異なる方向にある建物 B 2 等に反射光 L 2 を照射 し

、光被害を与えることを防止することができる。また、周囲の建物 B 2 や地

表に光を照射することが防止されるため、ヒ一 卜アイランド現象を抑制する

こともできる。さらに、反射板4 3 として特に再帰性反射板を用いた場合、

その再帰性によつて反射光を太陽S の方向に返すことができるため、雲など

で吸収や散乱されることなく、エネルギーを宇宙空間に放出することができ

る。

[0085] [ 太陽光発電装置]

図 1 4 は、太陽光発電装置 1 0 0 0 の概略構成図である。

太陽光発電装置 1 0 0 0 は、太陽光のエネルギーを電力に変換する太陽電

池モジュール 1 0 0 1 と、太陽電池モジュール 1 0 0 1 から出力された直流

電力を交流電力に変換するインバータ （直流/ 交流変換器） 1 0 0 4 と、太

陽電池モジュール 1 0 0 1 から出力された直流電力を蓄える蓄電池 1 0 0 5

と、を備えている。

[0086] 太陽電池モジュール 1 0 0 1 は、太陽光を集光する集光部材 （集光板） 1

0 0 2 と、集光部材 1 0 0 2 によって集光された太陽光によって発電を行う

太陽電池素子 1 0 0 3 とを備えている。このような太陽電池モジュール 1 0



0 1 としては、例えば、第 1実施形態ないし第 5 実施形態で説明 した太陽電

池モジュ一ルが好適に用いられる。

[0087] 太陽光発電装置 1 0 0 0 は、外部の電子機器 1 0 0 6 に対 して電力を供給

する。電子機器 1 0 0 6 には、必要に応 じて補助電力源 1 0 0 7 から電力が

供給される。

このような構成の太陽光発電装置 1 0 0 0 は、前述 した本発明に係る太陽

電池モジュールを備えているため、周囲に光被害を与えることを防止するこ

とができるとともに、 ヒ一 卜アイラン ド現象を抑制することもできる。

産業上の利用可能性

[0088] 本発明は、太陽電池モジュールおよび太陽光発電装置に利用することがで

きる。

符号の説明

[0089] 1 太陽電池モジュール、 2 集光板、 3 太陽電池素子、 4 反射板 （反

射体）、 7 透明基材、 8 蛍光体、 9 コーナ一キュープアレイ、 1 4 ー

再帰性シ一 卜、 1 7 マイクロビーズアレイ、 1 8 、 1 9 再帰性シ一 卜、

2 6 蛍光体層、 2 8 集光板、 3 0 集光板、 3 1 太陽電池モジュール

、 3 2 反射板 （反射体）、 3 3 プリズム、 3 4 太陽電池モジュール、

3 5 反射板 （反射体）、 3 7 太陽電池モジュール、 3 8 反射板 （反射

体）、 3 9 反射性板状粒子、 4 1 太陽電池モジュール、 4 2 集光板、

4 3 反射板 （反射体）、 1 0 0 0 太陽光発電装置、 L 太陽光、 1_ 1 ー

入射光、 L 2 反射光



請求の範囲

主面 と、少な くとも一つの端面 を有 し、太陽光 を前記主面か ら入射

させて内部で伝播 させ、少な くとも一つの前記端面か ら射出させる集

光板 と、

前記集光板の前記端面 に設置 されて前記端面か ら射出された光 を受

光 し、電力を発生する太陽電池素子 と、

前記集光板の背面側 に設置 されて、前記集光板 を透過 した光 を前記

主面の法線 に対 して前記太陽光の入射光路側の所定方向に反射する反

射体 と、 を備 えることを特徴 とする太陽電池モジュール。

前記集光板 は、入射 した光 を吸収 して蛍光 を発する蛍光体が、透明

基材中に分散 させ られたものであることを特徴 とする請求項 1 記載の

太陽電池モジュール。

前記集光板 は、入射 した光 を屈折および反射するためのプ リズ厶形

状 を有するものであることを特徴 とする請求項 1 記載の太陽電池モジ

ユール。

前記反射体は、再帰性反射板であることを特徴 とする請求項 1 又 は

に記載の太陽電池モジュール。

前記再帰性反射板 は、 コーナ一キュ一プ型の再帰性反射板であるこ

とを特徴 とする請求項 4 記載の太陽電池モジュール。

前記再帰性反射板 は、マイクロビーズ型の再帰性反射板であること

を特徴 とする請求項 4 記載の太陽電池モジュ一ル。

前記反射体は、前記主面の法線方向 と異なる所定方向に向 く反射面

を有 したオ ファクシス板であることを特徴 とする請求項 1 又 は 2 に記

載の太陽電池モジュール。

前記才 ファクシス板 は、所定方向に向 く反射面 を有 したプ リズ厶形

状 を多数有 してなることを特徴 とする請求項 7 記載の太陽電池モジュ

—ル。

前記オ ファクシス板 は、誘電体多層膜か らなることを特徴 とする請



求項 7 記載の太陽電池モジュール。

[ 請求項 10 ] 前記オ ファクシス板 は、透明基材中にて反射性板状粒子がその反射

面 を所定方向に向けて整列配置 されたものであることを特徴 とする請

求項 7 記載の太陽電池モジュール。

[ 請求項 11] 請求項 1 ~ 1 0 のいずれか一項 に記載の太陽電池モジュール を備 え

ていることを特徴 とする太陽光発電装置。
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